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（６）適切な森林の整備 

ア 新しい市町村森林整備計画制度のスタート 

 平成 13 年６月の森林・林業基本法の制定に伴い、森林法の一部改正が行われ、森林計画制度

の見直しが行われ、平成 14 年度から新しい市町村森林整備計画制度がスタートしました。 

 

 市町村は、新しい制度の下、市町村森林整備計画を樹立するとともに、伐採届けの受理、施業

の勧告、森林施業計画の認定などを通じて、森林施業の推進についての指導・監督に主導的な役

割を担うようになりました。 

 

 この制度の下、すべての森林は、重視すべき機能に応じて、「水土保全林」、「森林と人との

共生林」、「資源の循環利用林」の３つのタイプの森林に区分され、それぞれのゾーンについて

適切な森林整備の方向を明らかにすることになりました。 
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ゾーニングのイメージ 

イ 森林整備の実績 

 平成 14 年度においては、約 2,000ha で森林施業が行われています。 

 重点施策の間伐事業は、治山事業を含めて約 1,300ha を実施しています。 
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（７）特用林産物の産地化 

 三野町、山城町に菌床シイタケの産地が、池田町、山城町には乾しシイタケの産地が形成されてい

ます。 

 その他、三好郡内の炭の生産者グループである「三好郡炭の会」が結成され、統一ブランドや新商

品の開発を目指しています。 

ア 特用林産物の生産実績 

 

 

（ア）シイタケ 

 昔は、クヌギ・ナラ等の原木栽培の生シイタケが主流でしたが、生産者の高齢化、後継者

不足、中国産の輸入の増加等により、原木生シイタケの生産は減少してきています。近年で

は、計画生産・出荷ができ、通年栽培が可能な菌床シイタケの生産が増加しています。乾燥

シイタケでは、池田町、山城町での栽培が行われており、県下の約８割の生産量を誇る産地

となっています。 

 

（イ）炭 

 炭は、昭和 30 年頃までは、薪炭材としての需要が多く、重要な産業でしたが、化石燃料

への移行に伴い、炭の生産量は落ち込んできていました。しかし、最近では、癒しを求める

人や、消臭、調湿等の燃料以外の需要が増え、炭の良さが見直されています。三好郡では、

林研グループ等による炭の生産が盛んで、三好郡炭の会を結成し、販売促進や新商品の開発

に取り組んでいます。 
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（８）森林の総合利用 

ア 「大学の森」による都市住民との交流 

 平成７年１月の阪神・淡路大震災で被災した大学生のため三好郡の林業関係者が間伐材を利用

した仮設住宅 58 棟を提供しました。 

 以来、全国大学生協連との交流を深めるとともに、平成 10 年４月には大学関係者等を会員と

した「JUON（樹恩）ネットワーク」が設立され、井川町の協力の下に、「大学の森」を設置し

ました。 

 

 「大学の森」では、大学生等と森林・山村の接点として、平成 11 年度夏から毎年、全国から

大学生や JUON 会員の参加により、「四国のへそ森林【もり】の楽校」が開催され、森林・林業

体験を通じて地元との交流が深まっています。 

 

大 学 の 森 の 概 要 

 

○ 場  所 徳島県三好郡西祖谷山村字小祖谷 344－13、14 

○ 面  積 3.36 ha 

 （内 1.06 ha は県行造林地、契約満了：平成 17 年２月 28 日） 

○ 標  高 1,060～1,150ｍ 

○ 現存植生 
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イ 森林の総合利用施設の充実 

 平成３年度の活性化センター設立後、各町村において、自然を生かした森林レクレーションの

場や森林・林業体験施設の整備が進み、都市・山村の人々の交流の場として利用されています。 

 これらの施設は、平成 10 年３月にパンフレット「木の国三好 四国のへそ Miyoshi GUIDE」

を作成し、配布・活用されています。 

 

○ 三 野 町 健康とふれあいの森（平成９～ 森林空間総合整備事業） 

○ 三 好 町 美濃田の渕キャンプ場（平成３～ 健康とふれあいの森整備事業等） 

○ 池 田 町 祖谷渓キャンプ村（昭和 54～ 森林総合利用促進事業等） 

○ 山 城 町 塩塚高原キャンプ場（昭和 63～ 林業構造改善事業等） 

○ 井 川 町 井川スキー場腕山（昭和 55～ 林業構造改善事業等） 

○ 三 加 茂 町 ふれあいと学習の森（加茂農村公園） 

○ 東祖谷山村 竜宮崖公園コテージ村（平成９～ 都市山村交流促進事業） 

○ 西祖谷山村 かずら橋キャンプ村（昭和 62～ 農山村地域活性化緊急対策事業） 
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ウ やすらぎの森育樹活動 

 平成 16 年 10 月 24 日に、県立神山森林公園で、開催される「第 28 回育樹祭」の記念行事とし

て、平成元年度に開催され第 40 回全国植樹祭の折りに各町村に設置した「やすらぎの森」等で、

ボランティア等による育樹活動が行われました。 
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６ 参考資料 

（１）吉野川流域林業活性化計画書（平成 13 年３月）の抜粋 

（２）吉野川（三好）流域林業活性化センターの規約と構成員 

（３）吉野川（三好）流域林業活性化協議会及び部会の規約と委員 

（４）吉野川（三好）流域林業活性化センターの歴代役員 

（５）年表 

（６）三好林業従事者のつどい表彰者 
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（１）吉野川流域林業活性化計画書（平成 13 年３月）の抜粋 

 

三好支部の重点施策 

  

 

 

① 三好木材流通加工団地の活用 

 平成 10 年４月に明石海峡大橋が開通し、平成 12 年３月には、四国縦貫道が開通するなど、京阪神

及び中四国各地への木材流通のインフラ整備が進んできている。 

 当団地は、平成９年５月に土地の売却が終わり、団地の造成は一応完了をみたが、長引く不況と建

築様式の変革による木材需要の減少により、平成 13 年３月現在で進出した企業は３社にとどまって

いる。 

 しかし、三好流域の木材流通加工の拠点として、特に時代の要請である木材乾燥や住宅品確法に対

応する住宅資材関連部門への取り組みが極めて重要になっており、今後、流域の林業、木材、住宅関

連産業が連携を取りながら、三好材の需要を拡大するために団地を活用していくものとする。 

 

 

② 森林組合広域合併の推進 

 三好流域の林業活性化の中心的担い手として、三好郡内の５つの森林組合の広域合併を推進し、経

営体質の強化を図りながら、林業担い手の確保や素材生産業者との連携による素材生産流通の合理化

に資するものとする。 

 

 

③ 大学の森の活用 

 大学の森は、平成 10 年４月のオープン以来、徳島大学の林業体験学習や全国の森林の楽校に活用

されており、平成 12 年６月には、NPO 法人樹恩ネットワークが土地を取得するなど、大学の森とし

て整備する体制が整ってきている。 

 地元井川町には、既に大学の森支援実行委員会が組織されていることから、今後は吉野川（三好）

流域林業活性化センターに大学の森運営委員会を設置するなど、流域全体で支える体制をつくるもの

とする。 
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（２）吉野川（三好）流域林業活性化センタ－の規約と構成員 

吉野川（三好）流域林業活性化センター規約 

（名 称） 

第１条 この団体は、吉野川（三好）流域林業活性化センター（以下「センター」という。）という。 

 

（事務所） 

第２条 センターの事務所は、徳島県三好郡山城町西宇「三好林業総合センター」内に置く。 

 

（目 的） 

第３条 センターは流域内の整備、森林組合等林業事業体の再編・体質強化、事業量と労働力の調整、

就労条件の改善、高性能林業機械の導入、間伐の推進、県産材の利用促進等の方向、原木流通の

改善等を推進し、もって、多様な森林の整備、林業生産活動の活発化を図ることを目的とする。 

 

（事 業） 

第４条 センターは、前条の目的を達成するために次に掲げる事業を行う。 

（１）流域林業活性化協議会の組織、運営 

（２）流域林業活性化基本方針（以下「基本方針」という。）の策定 

（３）その他センタ－の目的を達成するために必要な事業 

 

（会 員） 

第５条 センターを構成する会員（以下「センター会員」という。）の資格を有する者は、次に掲げる

とおりとする。 

（１）地方公共団体 

（２）徳島森林管理署 

（３）森林組合 

（４）森林整備法人 

（５）緑資源機構 

（６）三好木材センター事業協同組合及び三好林業機械化センター協同組合 

（７）素材生産事業体、造林事業体等林業事業体 

（８）森林所有者 

（９）土木建築業者 

（10）その他理事会が構成員とすることを適当と認める者 

２ センター会員は、毎年度、総会で別に定める会費を納入しなければならない。 

３ センター会員の加入及び脱退は、届出により理事会において承認を行う。 
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（役 員） 

第６条 センターに次の役員を置く。 

（１）会 長 １名 

（２）副会長 ２名 

（３）理 事 若干 

（４）監 事 ２名 

 センターの会長は、理事の互選によるものとする。 

 なお、副会長１名は三好郡森林組合長会会長、他の１名は池田農林事務所林務課長をもって

これにあてる。 

２ 理事及び監事は総会において選任する。 

３ 役員の任期は２年とする。但し、再任を妨げない。 

４ 専務理事を置くことができる。 

５ 役員の職務は、次によるものとする。 

（１）会長はセンターを代表し、会務を処理する。 

（２）副会長は、会長を補佐し、会長事故ある時はその職務を代理する。 

（３）理事は、あらかじめ互選により定めた順位に従い、会長及び副会長事故ある時はその職務を

代理し、会長及び副会長欠員のときはその職務を行う。 

（４）監事は、財産及び会務執行状況を監査する。 

 

（役員の報酬） 

第７条 役員は無報酬とする。ただし、専務理事の報酬については予算の範囲内で出すことができる。 

 

（総 会） 

第８条 センターの総会は、通常総会及び臨時総会とする。 

２ 総会の議長は会長がこれを行う。 

３ 総会は会長が招集する。 

 

（理事会） 

第９条 理事会は、会長、副会長、理事をもって構成する。 

２ 理事会は必要に応じ会長が招集する。 

３ 理事会の議長は会長がこれを行う。 

４ 監事は、必要に応じ理事会に出席し、意見を述べることができる。 

 

（流域林業活性化協議会） 

第 10 条 センターに、流域林業活性化協議会（以下「協議会」という。）を設置する。 

２ 協議会は、基本方針を策定するほか、流域林業の活性化を図るための基本的な事項について協議
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するものとする。 

３ 協議会の運営については、別に定める三好流域林業活性化協議会規約に基づいて行う。 

 

（事務局） 

第 11 条 センターの事務を処理するため、事務局を置く。 

 

（経 費） 

第 12 条 センターの経費は、次の各号に掲げるものをもって当てる。 

 （１）会費  （２）補助金  （３）その他 

 

（会計年度） 

第 13 条 センターの会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年の３月 31 日に終わる。 

 

（その他） 

第 14 条 この規約に定めるもののほか、センターの運営について必要な事項は総会において定める。 

 

 

附   則 

この規約は平成３年９月６日から施行する。 

平成３年 10 月 16 日 一部改正 

平成４年７月８日 一部改正 

平成 12 年７月 25 日 一部改正 

平成 15 年６月９日 一部改正 
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（３）吉野川（三好）流域林業活性化協議会及び部会の規約と委員 

三好流域林業活性化協議会規約 

（名 称） 

第１条 この協議会は、三好流域林業活性化協議会（以下「協議会」という。）という。 

 

（目 的） 

第２条 協議会を設置し、各種協議を行うことにより、三好地域林業の発展に資する。 

 

（事 業） 

第３条 協議会は、前条の目的を達成するために次に掲げる事業を行う。 

（１）流域林業活性化基本方針（以下「基本方針」という。）の策定に必要な事項の協議 

（２）基本方針に基づく、三好地域林業活性化のために必要な事項の協議 

（３）その他協議会の目的を達成するために必要な事業 

 

（委 員） 

第４条 協議会は、次のとおり委員を構成する。 

（１）町  村 ８名 （２）森林組合 ５名 

（３）林業公社 １名 （４）農  協 １名 

（５）緑資源機構 １名 （６）林業事業体等 ３名 

（７）森林管理署 １名 （８）学識経験者 ３名 

（９）土木建築業者 １名 （10）林業経営者 ２名 

（11）木材加工流通業者 １名 （12）  県 １名 

（13）林業労働者 １名 

２ 委員の任期は２年とする。但し、再任を妨げない。 

３ 委員の委嘱は、吉野川（三好）流域林業活性化センター（以下「活性化センター」という。）会

長がこれを行う。 

 

（役 員） 

第５条 協議会に次の役員を置く。 

 会  長  １名    副 会 長  １名    監  事  ２名 

２ 役員は委員の互選により選出する。 

３ 役員の任期は２年とする。但し、再任を妨げない。 

４ 役員の職務は次によるものとする。 

（１）会長は協議会を代表し、会務を総括する。 

（２）副会長は、会長を補佐し、会長事故ある時はその職務を代理する。 
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（３）監事は、財産及び会務執行状況を監査する。 

 

（協 議 会） 

第６条 協議会は、年２回以上開催し、会長がこれを招集する。 

２ 協議会は委員の２分の１以上の出席をもって成立し、議事は出席委員の過半数でこれを決する。 

３ 協議会の議長は会長がこれを行う。 

４ 協議会の議事は、次の事項を記載した会議録を作成するものとする。 

（１）開催の日時、場所 

（２）出席者の所属名、職名及び氏名 

（３）協議した事項及びその結果 

 

（部会及び分科会） 

第７条 協議会は、必要に応じて次の部会を設置することができる。 

（１）林業担い手対策部会 

（２）森林利活用部会 

（３）循環型森林整備部会 

２ 部会は、それぞれにおいて、流域の地形、樹種等の条件に適応した機械化作業システムの普及・

促進、間伐の推進、県産材の利用促進、原木流通のあり方、流通施設の整備の方向、林業労働対策、

事業体の再編、森林総合利用施設の活用等について、専門的な立場から検討するとともに、その結

果を活性化基本方針の策定に反映させるものとする。 

３ また、協議会は必要に応じて、特定の事項について協議するための分科会を設置することができ

る。 

 

（事 務 局） 

第８条 協議会の事務局は、活性化センターの事務局がこれを行う。 

 

（経  費） 

第９条 協議会の経費は、活性化センターより拠出する。 

 

（会計年度） 

第 10 条 協議会の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年の３月 31 日に終わる。 

 

（そ の 他） 

第 11 条 この規約に定めるもののほか、協議会の運営について必要な事項は会議でこれをさだめる。 

  附  則 

この規約は平成３年９月６日から施行する。 
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平成４年７月３日  一部改正 

平成 12 年７月 25 日  一部改正 

平成 13 年８月 29 日  一部改正 
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林 業 担 い 手 対 策 部 会 規 約 

（名 称） 

第１条 この協議会は林業担い手対策部会（以下「部会」という。）という。 

 

（目 的） 

第２条 三好流域における林業従事者の実態を把握し、就労条件の改善、組織化、労働力の需給調整な

ど総合的に協議し、林業従事者の育成・確保を図り三好地域林業の発展に資する。 

 

（事 業） 

第３条 部会は、前条の目的を達成するために次に掲げる事業を行う。 

２ 社会保険制度の加入促進などの就労条件の改善に必要な事項の協議。 

３ 労働力の需給調整を図り広域就労の促進に必要な事項の協議。 

４ その他部会の目的を達成するために必要な事業。 

 

（委 員） 

第４条 部会は次のとおりの委員で構成し 20 名以内とする。 

（１）県森連 （２）森林組合 

（３）木材流通加工業者 （４）林業事業体 

（５）林業経営者 （６）行政関係者 

（７）学校教育関係者 （８）その他適当と認められる者 

２ 委員の任期は１年とする。但し、再任を妨げない。 

３ 委員の委嘱は、吉野川（三好）流域林業活性化センター（以下「活性化センター」という。）会

長がこれを行う。 

 

（役 員） 

第５条 部会に次の役員を置く。 

 会 長   １名     副会長   ２名 

２ 役員は委員の互選により選出する。 

３ 役員の任期は１年とする。但し、再任を妨げない。 

４ 役員の職務は次によるものとする。 

① 部会長は部会を代表し、会務を総括する。 

② 副部会長は会長を補佐し、会長事故ある時はその職務を代理する。 

 

（部 会） 

第６条 部会は年２回以上開催し、会長がこれを召集する。 
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２ 部会は２分の１以上の出席をもって成立し、議事は出席委員の過半数でこれを決す。 

３ 部会の議長は会長がこれを行う。 

４ 部会の議事は、次の事項を記載した会議録を作成するものとする。 

（１）開催の日時、場所 

（２）出席者の所属名、職名及び氏名 

（３）協議した事項及びその結果 

 

（事務局） 

第７条 部会の事務局は、活性化センター事務局がこれを行う。 

 

（経 費） 

第８条 部会の経費は、活性化センターより拠出する。 

 

（会計年度） 

第９条 部会の会計年度は、毎年４月１日に始まり翌年の３月 31 日に終わる。 

 

（その他） 

第 10 条 この規約に定めるもののほか、部会の運営について必要な事項は会議でこれを定める。 

 

附   則 

この規約は平成 13 年８月 29 日から施行する。 

     平成 14 年９月５日  一部改正 
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循 環 型 森 林 整 備 部 会 規 約 

（名 称） 

第１条 この協議会は循環型森林整備部会（以下「部会」という。）という。 

 

（目 的） 

第２条 三好流域における原木流通のあり方、間伐の推進、県産材の利用促進、流通施設等整備の方向

等について総合的に協議し、間伐実施計画、間伐材等利用促進計画、流通施設等整備計画を定め

三好地域林業の発展に資する。 

 

（事 業） 

第３条 部会は、前条の目的を達成するために次に掲げる事業を行う。 

２ 間伐実施計画並びに間伐材等利用促進計画のための必要な事項の協議。 

３ 木材需要開発並びに流通施設等整備計画のための必要な事項の協議。 

４ 原木流通のあり方等その他部会の目的を達成するために必要な事業。 

 

（委 員） 

第４条 部会は次のとおりの委員で構成し 20 名以内とする。 

（１）県森連 （２）森林組合 

（３）木材流通加工業者 （４）林業事業体 

（５）林業経営者 （６）建築士会・建設労組 

（７）行政関係者 （８）その他適当と認められる者 

２ 委員の任期は１年とする。但し、再任を妨げない。 

３ 委員の委嘱は、吉野川（三好）流域林業活性化センター（以下「活性化センター」という。）会

長がこれを行う。 

 

（役 員） 

第５条 部会に次の役員を置く。 

 会 長   １名    副会長   ２名 

２ 役員は委員の互選により選出する。 

３ 役員の任期は１年とする。但し、再任を妨げない。 

４ 役員の職務は次によるものとする。 

① 部会長は部会を代表し、会務を総括する。 

② 副部会長は会長を補佐し、会長事故ある時はその職務を代理する。 
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（部 会） 

第６条 部会は年２回以上開催し、会長がこれを召集する。 

２ 部会は２分の１以上の出席をもって成立し、議事は出席委員の過半数でこれを決す。 

３ 部会の議長は会長がこれを行う。 

４ 部会の議事は、次の事項を記載した会議録を作成するものとする。 

（１）開催の日時、場所 

（２）出席者の所属名、職名及び氏名 

（３）協議した事項及びその結果 

 

（事務局） 

第７条 部会の事務局は、活性化センター事務局がこれを行う。 

 

（経 費） 

第８条 部会の経費は、活性化センターより拠出する。 

 

（会計年度） 

第９条 部会の会計年度は、毎年４月１日に始まり翌年の３月 31 日に終わる。 

 

（その他） 

第 10 条 この規約に定めるもののほか、部会の運営について必要な事項は会議でこれを定める。 

 

附   則 

この規約は平成 13 年８月 29 日から施行する。 

     平成 14 年９月５日  一部改正 
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森 林 利 活 用 部 会 

（名 称） 

第１条 この協議会は森林利活用部会（以下「部会」という。）という。 

 

（目 的） 

第２条 三好流域における森林総合利用施設等を活用して、森林林業への理解や関心を高めるため総合

的に協議し、森林林業教育などを通じて三好地域林業の発展に資する。 

 

（事 業） 

第３条 部会は、前条の目的を達成するために次に掲げる事業を行う。 

２ 森林総合利用施設等を活用した森林林業教育に必要な事項の協議。 

３ 森林空間総合利用促進に必要な事項の協議。 

４ その他部会の目的を達成するために必要な事業。 

 

（委 員） 

第４条 部会は次のとおりの委員で構成し、20 名以内とする。 

（１）林業経営者 （２）森の案内人 

（３）村おこし関係者 （４）キャンプ場関係者 

（５）JUON（樹恩）関係者 （６）行政関係者 

（７）学校教育関係者 （８）その他適当と認められる者 

２ 委員の任期は１年とする。但し、再任を妨げない。 

３ 委員の委嘱は、吉野川（三好）流域林業活性化センター（以下「活性化センター」という。）会

長がこれを行う。 

 

（役 員） 

第５条 部会に次の役員を置く。 

 会 長   １名    副会長   ２名 

２ 役員は委員の互選により選出する。 

３ 役員の任期は１年とする。但し、再任を妨げない。 

４ 役員の職務は次によるものとする。 

① 部会長は部会を代表し、会務を総括する。 

② 副部会長は会長を補佐し、会長事故ある時はその職務を代理する。 

 

（部 会） 

第６条 部会は年２回以上開催し、会長がこれを召集する。 
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２ 部会は２分の１以上の出席をもって成立し、議事は出席委員の過半数でこれを決す。 

３ 部会の議長は会長がこれを行う。 

４ 部会の議事は、次の事項を記載した会議録を作成するものとする。 

（１）開催の日時、場所 

（２）出席者の所属名、職名及び氏名 

（３）協議した事項及びその結果 

 

（事務局） 

第７条 部会の事務局は、活性化センター事務局がこれを行う。 

 

（経 費） 

第８条 部会の経費は、活性化センターより拠出する。 

 

（会計年度） 

第９条 部会の会計年度は、毎年４月１日に始まり翌年の３月 31 日に終わる。 

 

（その他） 

第 10 条 この規約に定めるもののほか、部会の運営について必要な事項は会議でこれを定める。 

 

附    則 

この規約は平成 13 年８月 29 日から施行する。 

     平成 14 年９月５日  一部改正 
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（４）吉野川（三好）流域林業活性化センターの歴代役員 
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（５）年表 
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（６）三好林業従事者のつどい表彰者 
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おわりに 

 

 吉野川（三好）流域林業活性化センターが中心となって取り組んできた成果に対しては、一定の評価

が与えられています。 

 しかしながら、「森林の流域管理システム」を確立するためには、まだ、様々な課題を残しています。

中でも、次の事項については、協議会等において議論を尽くし、必要な対策を講じる必要があるのでは

ないでしょうか。 

 

１ 三好林業総合センター 

 三好地域の林業振興のための中核施設として位置づけられているが、三好支部センターの事務局が

弱体であること等により、情報の収集・発信等の機能が発揮できていないことから、三好郡広域合併

森林組合による運営体制の整備等を進める。 

 

２ みよし木材団地 

 三好木材センター、三好東部森林組合、民間の製材工場１社が操業しているだけであり、任意団体

「みよし木材団地」の指導等を通じて、進出予定企業の操業を促進する。 

 

３ （協）三好林業機械化センター 

 機械化センターの経営状態が思わしくなく、再編等の改善を指導する。 

 

４ NPO 法人「JUON（樹恩）NETWORK」との交流活動 

 三好郡側の交流の窓口がはっきりしないため、交流活動が大きく発展しないことから、「JUON（樹

恩）NETWORK」四国世話人会を中心とした NPO 法人を育成する。 

 

５ 吉野川（三好）流域林業活性化センタ－の見直し 

 町村合併が進行する中で、三好支部センターの役割を見直す時期が訪れている。 

 

 流域林業活性化センターは、広域的な林業構造改善事業の実施などを通じて三好地域の林業の活性化

対策を推進する上で、関係町村等広範な関係者の合意形成を図るための中心的な組織に位置づけられて

います。 

 この冊子の作成が、三好地域の森林・林業・木材産業の発展への新たな出発点となることを期待して

やみません。 

 

平成 16 年３月 

編集委員会事務局 
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